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１．佐野市の紹介 

○佐野市について 

佐野市は、関東平野の北端、栃木県の南西部に

位置しています。 

地形的には、北部から北東部、北西部にかけては、

緑豊かな森林や美しい清流など自然環境に恵ま

れた中山間地域、南部と西部は、住宅や産業基盤

が集積する都市的地域と農業が展開する地域と

なっています。 

 市内には、日本名水百選に選ばれた「出流原弁

天池湧水」、万葉集にも詠まれ、かたくりの花が

群生する「三毳山」、旗川の源流にあり利根川水

系百選にも選ばれ、別名「幻の滝」とも呼ばれて

いる「三滝」、秋山川上流沿いに咲く「ザゼンソ

ウの群生地」、平将門の討伐やムカデ退治伝説で

有名な藤原秀郷公が築いたといわれる「唐沢山城」

などの自然・歴史・文化的財産が各所にあります。 

現在の佐野市は、旧佐野市、旧田沼町、旧葛生町の 1 市 2 町が、平成 17 年 2 月 28 日

の合併によって形成されました。 

〇人口と世帯 

平成 28 年 1 月 1 日現在 

総人口 121,183 人 

男性 59,751 人 

女性 61,432 人 

世帯数(世帯) 50,101 世帯 

 

〇現在の事業所の状況（平成 27 年 12 月末現在） 

 ・相談支援事業所 指定一般２か所（※基幹としても位置付け） 

指定特定６か所、指定障害児４か所 

 ・施設入所支援事業所 １か所 

 ・共同生活援助事業所 １５か所 

 ・短期入所事業所  4 か所 

 ・生活介護事業所  5 か所 

 ・就労継続支援Ａ型事業所 １か所 

 ・就労継続支援Ｂ型事業所 ５か所 

 ・就労移行支援事業所 ３か所 

 ・自立訓練（生活訓練）事業所 １か所 

 ・居宅介護事業所 １２か所 
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〇障害者数（平成 27 年 4 月１日現在） 

 ・身体障害者：４，４０３人 

 ・療育手帳：９３７人 

 ・精神障害者保健福祉手帳：８２１人 

 

〇福祉サービス利用者の状況（平成 27 年９月末） 

・福祉サービス利用者数：８６８人 

 ・内訳：身体障害者：２０４人、知的障害者：４１９人、精神障害者：２４５人 

 

２．事業目的及び実施主体等 

○目 的 

 「障がいがあっても地域で生活できるために・・・本人に寄り添った支援、地域生活の推 

進」を検討する。 

市内には 4 つの社会福祉法人があり、居住機能や地域支援機能等を持っているため、委 

託法人を中心に複数の事業者やその他関係機関が分担や協力・連携して機能を担う体制を 

創設する。 

○事業主体：佐野市   （社会福祉法人とちのみ会に委託） 

 

〇委託法人社会福祉法人とちのみ会の概要 

・昭和３４年知的障害児の入所施設として誕生。 

・共生と地域支援を理念に、相談支援事業、入所支援、短期入所、生活介護、就労継続 B 

型、就労移行支援、居宅介護、共同生活援助、自立訓練、児童発達支援、放課後等デイサ

ービス、移動支援、日中一時支援、地域活動支援センターなど佐野市の障がい福祉を中心

的に担っているだけでなく、老人施設も手掛けています。 

・今回、当事業に取り組みたいと意思表示するとともに、当事業において検討を進める中

で、平成２９年度中に、市内に、地域生活支援拠点等の機能を組み入れた多機能拠点型の

施設「フロム浅沼」の整備を計画しています。 
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〇多機能拠点型施設の機能(予定） 

 ・相談支援事業所 

 ・グループホーム 

 ・短期入所 

 ・居宅介護事業所 

 ・生活介護事業所 

 ・就労継続支援 B 事業所 

 ・児童通所支援（児童発達支援事業所、放課後等デイサービス、・保育所等訪問事業） 

 ・日中一時支援事業 

 ・セーフティーネット拠点事業 

 

３．事業の要旨 

地域生活支援拠点の整備手法としては、市内に、4 つの社会福祉法人があり、居住機能

や地域支援機能等を持っているため、当初、委託法人を中心に複数の事業者が分担や協

力・連携して機能を担う体制を創設する面的体制整備型をイメージしました。  

  自立支援協議会内に、地域生活支援拠点等の整備専門部会、委託法人に準備委員会を設

置し、具体的な内容について検討する中で、委託法人より、多機能拠点型の整備を計画し

ているとのことから、多機能拠点型と面的整備型の複合型の拠点と変更しました。 

  また、必要な機能として５つの機能に加えて予防支援を加えた６つの機能とし、関係団

体に行ったヒヤリングやアンケートをもとに、具体的な内容を検討。それをもとに、平成

28 年度から地域生活支援拠点の整備を目指していくこととしました。 

 

○モデル事業の計画 

 

年 度 月 内容 

平成 27 年 10 月～ 

 

 

 

 

2 月 

 

 

 

3 月 

①準備委員会の開催 

自立支援協議会専門部会において、地域の課題、必要とされる機

能等について検討する。併せて、委託法人（とちのみ会）内にも

準備委員会を設置し、事業者間等の役割分担を調整する。 

 

②関係者への研修・説明会の開催 

  サービス事業者、相談支援事業者等関係者向けの研修会を開催す

る。 

  当事者、住民向けの説明会を開催する。 

 自立支援協議会への報告 

 

平成 28 年 4 月～ 地域生活支援拠点等として機能できるものから事業を実施。 
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４．地域生活支援等の整備の類型：多機能拠点整備型と面的整備型の複合型 

 

５．事業内容 

○準備委員会等の開催 

 
佐野市自立支援協議会専門部会 委託法人準備委員会 

委

員

の

構

成 

＜委員 9 名＞ 

・障害者関係団体 4 名 

・障害福祉サービス事業所 4 名 

・行政機関（市障がい福祉課課長） 

＜事務局 4 名＞ 

・委託相談事業所 2 名 

・行政機関（市障がい福祉課 2 名） 

＜委員 9 名＞ 

・医療機関 3 名 

・教育機関(市教育委員会)1 名 

・地域委員 5 名 

＜事業所委員 11 名＞ 

開

催

実

績 

開催回数：4 回 

平成 27 年 9 月 29 日 

平成 27 年 10 月１４日 

平成 27 年 1１月１０日 

平成 28 年 1 月１４日 

開催回数：4 回 

平成 27 年 8 月 19 日 

平成 27 年 10 月 7 日 

平成 27 年 11 月 13 日 

平成 27 年 12 月 21 日 

この他、事業所内委員会 4 回、作業部

会 13 回開催 
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○経過と今後のすすめ方 

年月 地域生活支援拠点等整備専門部会 とちのみ会 

H27 

8.  

 

 

 

関係機関との調整、専門部会委員の選定。 

協議会委員、幹事会委員、その他関係機関から 9 名

選任。 

 

  

準備委員会：医療、教育、町会連合会等地域委員 9

名と事業所委員 11 人の 20 名で構成。 

9.29 第 1 回専門部会開催（勤労者会館にて） 

地域生活支援拠点について事務局より説明。意見交

換。 

 

10.7  準備委員会開催 

地域生活支援拠点について説明。意見交換。 

10.14 第 2 回専門部会開催（東仮庁舎議場にて） 

地域生活支援拠点にもとめられる機能について整

理 

 

11.10 第 3 回専門部会開催（文化会館にて） 

とちのみ会の整備計画について説明（とちのみ会よ

り）、地域生活支援拠点に求められる機能について

まとめる 

 

11.13  準備委員会開催 

とちのみ会の整備計画について説明 

もとめられる機能について意見交換 

12. 8 とちのみ会、障がい福祉課打ち合わせ（佐野市役所にて） 

12.10 関係団体より聞き取り・アンケート実施  

12.21  準備委員会開催 

12.24 とちのみ会、障がい福祉課打ち合わせ（とちのみ会にて） 

H28 

1.7 

自立支援協議会幹事会（佐野市役所にて）  

1.14 第 4 回専門部会開催（佐野市役所にて）  

1.22 厚生労働省打ち合わせ（とちのみ会、障がい福祉課、県障がい福祉課） 

2.  

2.22 

2.28 

整備の方向性、具体的な内容について示す 

 

 

 

準備委員会最終報告会 

 

3.18 

3.24 

自立支援協議会幹事会 

自立支援協議会 

 

4～ 地域生活支援拠点のうち、機能できるものから事業の実施。 

H29 

4～ 

 地域生活拠点等を含む地域密着・多機能型施設開所

（仮称）フロム浅沼 

○8 月 10 日打ち合わせ（とちのみ会にて）今後の進め方、内容について確認 

○8 月 20 日打ち合わせ（とちのみ会にて）とちのみ会の準備委員会について確認 

関係者、地域住民への研修会・説明会の開催 
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６．必要な機能の具体的な実施内容 

○検討した内容 

障がいがあっても地域で生活できるために・・本人に寄り添った支援、地域生活の推進

を検討 

・地域生活支援拠点等について求められる機能について：国が示した５つの機能に加えて

予防支援を加えた６つの機能とし、具体的な内容について検討（関係団体にヒヤリングや

アンケートを行ったものなどをもとに）しました。 

・整備計画：（福）とちのみ会が整備する多機能拠点と地域の事業者等が連携した面的支

援の複合型。 

①自立支援協議会専門部会 

 機 能 多機能拠点 面的整備 課題・今後の方針 

１ 相 談 ○24 時間 365 日電話相談 

・障害のある方やその家族等か

らの緊急的な相談を電話で受

付、相談内容に対し、適切な助

言等を行い、必要に応じて他機

関の紹介等を行う。 

〇24 時間 365 日相談に応じ

て緊急派遣機能。 

〇単身等で生活する障がいのあ

る方に、地域定着支援を実施 

○地域の社会資源マップの作成

（見える化） 

○事業所の空き情報の共有、Ｈ

Ｐの管理更新 

○指定特定相談支援事業所の支

援。 

〇福祉なんでも相談会の実施。 

○身近な相談者が、日頃

の関わりから悩み事や困

りごとを受け止め、支援

機関につなげる。 

 相談支援事業所、福祉

サービス事業所、ｹｱﾏﾈｰｼﾞ

ｬｰ、包括支援ｾﾝﾀｰ、医療

機関、保育園、幼稚園、

学校、民生委員・児童委

員、近隣住民等 

○福祉サービスを利用

し、計画相談支援を利用

している方 

⇒各指定特定相談支援事

業所に相談⇒指定特定で

困難なケースについて

は、基幹相談支援ｾﾝﾀｰ、

市に相談。 

○支援機関に相談がつな

がるように理解啓発を積

極的に行う⇒地域生活支

援拠点、基幹相談支援ｾﾝﾀ

ｰ、自立支援協議会 

 

○緊急時だけでなく、節目

節目で相談できる体制を

整える。 

 

○相談事例を通して、各関

係機関（医療、保健、福祉、

教育等）の役割の理解と適

切に連携できる体制をつ

くり、連携を強化する⇒自

立支援協議会（協議会・幹

事会・専門部会・事務局会

議）、地域ケア会議 

 

2 緊急時

の 

対応 

○短期入所、日中一時において、

病気や冠婚葬祭などで家族が介

護できない状況になった場合受

入を行う。 

〇緊急時 24 時間 365 日電話

相談。 

 

〇緊急時に利用できる施

設等を把握、情報提供す

る体制がある。 

○緊急介入として、利用で

きるサービスを定期的に

確認し、関係機関に情報提

供する⇒県、市、地域生活

支援拠点、関係機関。 
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 機 能 多機能拠点 面的整備 課題・今後の方針 

２  〇24 時間 365 日相談内容に

応じて、訪問するなど緊急派遣

機能がある。 

○セーフティーネット拠点事業

で、日中や夜間における緊急一

時保護を行う。○災害時には、

拠点施設だけでな 

く、同法人施設を避難所とし、

障がい特性への対応、相談を行

う。 

〇緊急時、居宅介護、行動援護

の利用ができる。 

〇緊急対応したケースはケース

会議を行い、再発予防に努める。 

  

３ 体 験 ○グループホーム、短期入所施

設を利用して、福祉サービスの

利用を体験する機会や場があ

る。 

 

○グループホーム、短期

入所施設を利用して福祉

サービスの利用を体験す

る機会や場がある。 

○体験として、利用できる

サービスを定期的に確認

し、関係機関に情報提供す

る⇒県、市、地域生活支援

拠点、関係機関。 

 

４ 専門性

（人材

育成） 

〇国・県が行っている研修に積

極的に参加し、地域の支援者に

還元できる機会がある。 

〇相談事例の検討を行う中で、

必要な研修を企画、実施する。 

〇強度行動障害への支援ができ

る体制が整っている。 

〇医療ケアが必要な方への支援

ができる体制が整っている。 

〇高齢障がい者の対応 

 ○緊急時対応した際には、

ケース会議を行い再発予

防に努める・・・相談事例

を通して、各関係機関（医

療、保健、福祉、教育等）

の役割の理解と適切に連

携できる体制づくりにつ

ながる。 

○地域包括ケアシステム

との連携⇒市、基幹、地域

生活支援拠点。 
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 機 能 多機能拠点 面的整備 課題・今後の方針 

５ 地域の

体制づ

くり 

〇拠点にコーディネーターが配

置 

○佐野市自立支援協議会への参

加 

○地域ケア会議への参加 

〇緊急対応したケースは、ケー

ス会議を行い、再発予防に努め

る。 

〇地域生活支援拠点での相談事

例をまとめ、活動報告を毎年行

う。 

〇強度行動障害への支援ができ

る体制が整っている。 

〇医療ケアが必要な方への支援

ができる体制が整っている。 

 

 

○相談事例を通して、各関

係機関（医療、保健、福祉、

教育等）の役割の理解と適

切に連携できる体制をつ

くり、連携を強化する⇒自

立支援協議会（協議会・幹

事会・専門部会・事務局会

議）、地域ケア会議。 

〇地域生活支援拠点の認

知度向上への取り組み。 

 

〇地域生活支援拠点等に

ついてのアンケートやヒ

ヤリング等を実施する。 

 

 

６ 予防支

援 

〇緊急対応したケースは、ケー

ス会議を行い、再発予防に努め

る。 

〇二次障害予防の支援体制が整

っている。 

 

 

 

 

 ○相談事例を通して、各関

係機関（医療、保健、福祉、

教育等）の役割の理解と適

切に連携できる体制をつ

くり、連携を強化する⇒自

立支援協議会（協議会・幹

事会・専門部会・事務局会

議）、地域ケア会議 

 

＜今後の取り組み＞ 

自立支援協議会 

 

 ・障がい者や障がい児への支援体制の整備を図るため関係機関等で構成。佐野市に

おける障がい者や障がい児への支援体制に関する課題についての情報を共有し、関

係機関の連携を推進し、佐野市の実情に応じた体制の整備について協議する。 

 ・体制整備：関係機関が自分の役割を認識するとともに、連携体制の強化を図る。 

 ・普及啓発：地域生活支援拠点や相談支援、福祉サービスについて、啓発活動を行

い、一般市民にも理解が広がる。さらに、理解者や支援者を増やし、地域で安心し

て暮らすための支援につなげる。 

 ・平成 28 年度も専門部会において、地域生活支援拠点等について、検討をおこな

っていく。 
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②社会福祉法人とちのみ会準備委員会 

 

 ６つの機能の具体的な取り組み内容や法人内の事業所名、整備の年度、面的整備の課題に

ついて検討し、まとめました。 

 具体的な協議については、とちのみ会の準備室で行い、佐野市自立支援協議会との課題の

共有、連携をし、事業の運用、充実を図ることとしています。 
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○関係者等への研修・説明会の実施 

・障がい福祉課と委託先で、内容等について検討。 

⇒専門部会、準備委員会で検討した内容を知ってもらいたい・伝えたいとの思いから、関

係者とともに、一般市民向けに講演会、関係者向けに、講演会とシンポジウムを実施しま

した。 

＜実施＞ 平成 28 年 2 月 28 日（日） 

＜内容・実績＞ 

時間 対象 内 容 
参加者

人 数 

午前 一般市民向け 「障がいのある子どもと大人が住み慣れた地域でく

らしていくための６つの機能と支援」  

委託法人準備委員会委員による講演 

 

 

143 人 

午後 関係者向け ○「フロム浅沼を拠点とした体制整備と関係機関、事

業所が連携してつくる面的整備」 

 委託法人統括施設長による講演 

○シンポジウム 

「相談機能と地域の体制強化と充実」 

・シンポジスト 

 市内精神科病院医師、市内小児科医師、市内社会福

祉法人施設長、委託法人統括施設長、佐野市障がい福

祉課長 

 

 

 

258 人 
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 ７．事業実施の結果及び今後の課題・方針 

 

モデル事業を通じて、短期間でしたが、地域生活支援拠点等の整備手法、機能のあり方

について福祉サービスを中心に、方向性を示すことができました。必要な時に地域が必要

とするサービスを横断的に提供できるようにするためには、今回の内容では、充分ではな

いため、福祉の枠組みだけでない支援体制を目指して、今後も検討していく必要があると

考えます。 

 

 ＊自立支援協議会専門部会で継続した検討を実施 

  ①市の実情に応じた体制の整備についての協議 

 ②関係機関の役割認識・連携体制強化 

  ③課題に対する情報共有化 

  ④地域生活支援拠点等についての理解啓発 

＊スムーズに進めるために 

  ・地域資源の連携・理解と協力体制 

  ・現場間の有機的な連携体制の構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


